
 

  

 

 

 

子育てしやすい職場環境助成金 

- 申請要領 - 

   

 

＜受付期間＞ 

令和８年５月１４日（木）～令和９年２月２６日（金） 

（予算上限に達した場合、受付期間内でも募集を終了します。） 

＜申請書類の郵送先＞ 

〒700-8570 岡山市北区内山下２－４－６ 

      子ども・福祉部 子ども未来課 

      子育てしやすい職場環境助成金担当 宛 

 

 

 

 

  

【お問い合わせ先】 

岡山県子ども・福祉部子ども未来課 少子化対策班 

電 話：０８６－２２６－７３４７ 

※午前９時から午後５時まで（土・日・祝日除く） 

    F A X：０８６－２２６－７９０２ 

   M a i l：kosodate@pref.okayama.lg.jp 

 

令和８年５月版 
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Ⅰ 助成金制度の概要 

１ 趣旨 

  県内の小・中・高校生の保護者の７割超が共働き家庭という現状において、子育てと仕事の

両立が大きな課題となっています。事業者としても、両立可能な環境を整えることは人材を確

保していく上で今後欠かすことはできません。そうした事業者の主体的・積極的な取組に対し

助成を行うことで、意欲ある取組を促進するとともに、他事業者への取組の波及や、経営者の

意識改革を図るものです。 

 

２ 助成対象者 

次の要件を全て満たしている事業者 

（１）県内に事務所又は事業所を有する法人又は個人事業者 

（２）下記①～⑤全てに該当する事業者 

①おかやま子育て応援宣言企業（※）に登録済若しくは応募済又は令和８年度中に応募予定
であること。 

②次のいずれにも該当しないこと。 

ア 既に令和８年度分の本助成金の申請を行った事業者 

イ 国又は法人税法別表第一に掲げる公共法人 

ウ 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律に規定する「性風俗関連特殊営業
（当該営業）」、当該営業に係る「接客業務受託営業」を行う事業者 

エ 政治団体 

オ 宗教上の組織又は団体 

③法人の役員等又は個人事業者が暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有していない
こと。 

④県徴収金の滞納がないこと。 

⑤助成金の趣旨及び目的に照らして適当でないと知事が認める事業者ではないこと。 

 
（※）おかやま子育て応援宣言企業について 

   

従業員の子育てや地域における子育てを応援するための具体的な取組を企業・事業所等に
宣言していただき、県が登録する制度です。 

詳しくは、下記ホームページをご覧ください。 

 

 URL：https://www.pref.okayama.jp/page/detail-115551.html  

 

 

 

 

 

https://www.pref.okayama.jp/page/detail-115551.html
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３ 助成対象経費 

  従業員の子育て支援の取組に要する費用のうち、令和８年４月１日から令和９年２月２６

日の間に支払及び納品が完了しているものです。 

項目 例 

従業員の育児・家事負担の軽減に要

する経費 

・従業員が家事代行サービスやベビーシッターを利

用した際、費用の一部を負担 

子育てに優しい職場環境づくりの推

進・整備に要する経費 

・育児スペースに設置する備品や消耗品の購入（絵

本、こども用の椅子や机、パーテーション等） 

・社内トイレにベビーチェアを設置 

・子育てのためのテレワークに要する備品の購入

（webカメラ、ヘッドフォン等） 

・子育てに関する社内セミナーや社内講座等の実施 

保育施設等利用支援に要する経費 ・職場復帰する職員に対し、保育料の一部を負担 

・従業員が病児保育を利用する際、事業者が費用の

一部を負担 

・従業員が放課後児童クラブを利用する際、事業者

が費用の一部を負担 

 

４ 助成対象外となるもの 

令和７年度に本助成金の交付を受けた事業者は、令和８年度の同種の事業に係る費用は対象

外となります（※）（異なる事業であれば対象）。また、下表にあるような汎用性が高く、目的

外でも使用が可能な物品や、飲食費、消費税などについては対象外となります。不明な点はお

問い合わせください。  

項目 例 

レクリエーションに関する費用 ・社内旅行、お祭り等に関する費用 

金銭給付等により個人の負担を直接的に軽減

する費用 

・出産祝金、独自の児童手当、各種商品券の

配布 

⇒子育て支援に係る現物支給は対象 

（第一子を出産した社員にベビーカーをプ

レゼント 等） 

汎用性が高く、目的外で使用が可能なもの ・パソコン、スマートフォン、タブレット  

食糧費 ・お弁当代、飲み物代 

その他従業員の子育て支援に関連がないもの ・執務スペースで業務に使う備品 等 
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（※）同種の事業として扱うもの（例） 

 

令和７年度に育児スペースに設置するパーテーションの購入に活用した場合 

 令和８年度対象外：育児スペースの充実に係る費用（おもちゃ、絵本など） 

 → 育児スペース以外に係る設備投資（社内トイレへのベビーチェア設置、子育てのた 

めのテレワーク環境の整備）は対象となります。 

 

 令和７年度に従業員（Ａさん）の保育所利用料の補助に活用した場合 

 令和８年度対象外：別の従業員（Ｂさん）の保育所利用料の補助 

 

  ご不明な点がありましたら、遠慮なくお問い合わせください。 

 

５ 助成率及び助成金額 

助成率は対象経費の１/２、１法人又は１個人事業者当たり助成金額の上限は 10 万円です。 

ただし、申請日時点においておかやま子育て応援宣言企業「アドバンス企業」（※）の認定

を受けている事業者の場合、助成金額の上限は 20 万円です。 

令和８年度分の申請は、１事業者につき１回限りとなりますので、ご注意ください。 

 

 

（※）おかやま子育て応援宣言企業「アドバンス企業」について 

  

 おかやま子育て応援宣言企業のうち、従業員の仕事と家庭の両立支援に、特に積極的な企  

業等を「アドバンス企業」として認定しています。 

 詳しくは、下記ホームページをご覧ください。 

 

URL：https://www.pref.okayama.jp/page/619885.html    

 

  

https://www.pref.okayama.jp/page/619885.html
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Ⅱ 申請手続き 

 

１ 申請書類の受付期間 

令和８年５月１４日（木）から令和９年２月２６日（金）（当日消印有効）まで 

 

２ 申請書類の提出先・問い合わせ先 

申請書類は、次の宛先に持参又は簡易書留など郵便物の追跡ができる方法で郵送してください。  

 

【宛 先】 

〒７００－８５７０ 

 岡山市北区内山下２－４－６ 

 岡山県子ども・福祉部子ども未来課  

子育てしやすい職場環境助成金担当 宛 

                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                 

 【お問い合わせ先】 

岡山県子ども・福祉部子ども未来課 少子化対策班 

電 話：０８６－２２６－７３４７ 

※午前９時から午後５時まで（土・日・祝日除く） 

    F A X：０８６－２２６－７９０２ 

   M a i l：kosodate@pref.okayama.lg.jp 

 

３ 申請様式等の入手方法 

岡山県ホームページからダウンロードをお願いします。 

▼ 岡山県子ども・福祉部子ども未来課 

    （ＵＲＬ）https://www.pref.okayama.jp/page/974048.html 

 

【紙媒体の申請様式等が必要な方へ】 

  岡山県庁１階県民室及び各県民局に設置しております。 

   ・備前県民局地域政策部総務課（岡山市北区弓之町６－１） 

   ・備中県民局地域政策部総務課（倉敷市羽島１０８３） 

   ・美作県民局地域政策部総務課（津山市山下５３） 
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Ⅲ 申請書類の記入例 

以下の申請書類を提出してください。申請書類の準備が出来ましたら、チェック欄（申請

者）にチェックし、当該チェックリストも添付して提出してください。なお、必要に応じて追

加書類の提出及び説明を求めることがあります。また、申請書類は返却しません。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

各項目に不備がないことを確認して、

チェック欄（申請者）にチェックを入

れてください。 
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１ 子育てしやすい職場環境助成金交付申請書兼実績報告書【様式第１号】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

様式第３号「経費明細書」の（C）欄の数字

（千の位以上）を記載してください。 

※青枠部分を記入してください。 

同一人物でも可です 

記載例 
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２ 誓約書【様式第２号】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇法人の場合は代表者印 

〇個人事業主の場合は代表者の印鑑 

を押印してください。 

岡山県岡山市北区内山下２－４－６ 

代表取締役社長 岡山 晴太郎 

ハレまる産業 株式会社 

●   ●  ● 

記載例 

（交付申請日と同日） 

印 

２、３について、次ページに具体的な内容を示してあるので、必ず確認してください。 
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誓約書の「２ 子育てしやすい職場環境助成金交付申請書兼実績報告書及び添付書類の内

容に虚偽はありません。」について 

 

以下の点については、特に注意して申請してください。 

〇県内の事業者または県内に事務所等を有しており、県内の事務所等において対策を行

った経費についての申請であること。 

〇対象となる経費についての申請であること（食糧費、スマートフォン、タブレットな

ど、対象外の物品等に対する経費でないこと）。 

〇対象となる経費は税抜きでの申請であること。 

〇（令和７年度に本助成金の交付を受けた事業者）令和７年度とは異なる事業に係る経

費についての申請であること。 

誓約書の「３ 子育てしやすい職場環境助成金交付要綱第３条の助成対象者の要件を満た

しています。」について 

 

次の要件を全て満たしている事業者が対象となります。 

（１）県内に事務所又は事業所を有する法人又は個人事業者 

（２）下記①～⑤全てに該当する事業者。 

①おかやま子育て応援宣言企業に登録済若しくは応募済又は令和８年度中に応募予定で
あること。 

②次のいずれにも該当しないこと。 

ア 既に本助成金の令和８年度分の申請を行った事業者 

イ 国又は法人税法別表第一に掲げる公共法人 

ウ 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律に規定する「性風俗関連特殊
営業（当該営業）」、当該営業に係る「接客業務受託営業」を行う事業者 

エ 政治団体 

オ 宗教上の組織又は団体 

③法人の役員等又は個人事業者が暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有してい
ないこと。 

④県徴収金の滞納がないこと。 

⑤助成金の趣旨及び目的に照らして適当でないと知事が認める事業者でないこと。 
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３ 経費明細書（領収書等の写し添付台紙含む）【様式第３号】 

（１）記載例（備品等関係） 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記載例：備品等関係 
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（２）記載例（福利厚生等関係） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記載例：福利厚生等関係 
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助成対象経費（税抜）の記載について 

 

〇③経費明細書の Excel版では、税抜き価格が簡単に計算できるように、欄外に表を作成

していますので、お使いください。 

 

（３）経費明細書その他 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

税込価格を入れると、自動で税抜価格

が表示されますので、経費明細書の助

成対象経費（税抜）欄に記載ください 

助成対象経費 合計金額、交付申請額の記載について 

 

・３ 経費明細書の Excel版では自動で計算されます。 

・３ 経費明細書の PDF版では自動で計算されないので、誤りのないように計算してくだ

さい。特に、交付申請額は 100,000円（アドバンス企業の場合は 200,000 円）が上限で

あること、1,000円未満を切り捨てることにご注意ください。 

その他注意事項 

・物品の購入でポイント等の割引がある場合は、割引後の金額を記載してください。 

・国、県又は市町村等の他の補助金等の交付を受けたものは対象経費になりません。 
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（４）領収書・レシートのコピー添付台紙 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

 

 

 

 

 

 

  

 

おかやまショップ 内山下店 

2026 年 5 月 10 日 

 

 絵本用本棚        \55,000 

 パーテーション      \11,000 

 キッチン用洗剤                       \250 

 

 小計           \66,250 

 消費税            \6,625 

 合計           \72,875 

テープで、レシートや領収

書を張り付けてください。 

福利厚生の取組等、レシートがない

ものは当該従業員への支払通知の写

し等を添付してください。 

（内容、金額、支払日年月日がわか

るもの） 

福祉厚生関係：支払通知見本 

 

備品関係：レシート見本 

「１明細内訳」の対応する

番号を記入してください。 

レシートのうち、対象と

なる商品のみ「１明細内

訳」に記載。対象となら

ない商品は記載しない。 

「１明細内訳」の対応する

番号を記入してください。 

① 
② 

① 

12 
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４ 実施した対策の成果物の写真等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

配置後の状況がわかる写真等

を添付ください。「１明細内

訳」の番号も記載ください。 

福利厚生の取組の場合、取

組に係る社内規程の写し

等、実施していることがわ

かる資料を添付ください。 

「１明細内訳」の番号も記

載ください。 

福祉厚生関係：社内規程見本 

１０  

① 

① 
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５ 営業活動を証する書類の写し 

 （下記の書類のいずれか一つ） 

（１）法人の場合 

履歴事項全部証明書、直近の法人税の確定申告書別表一、直近の法人県民税・法人事業税の

確定申告書、直近の県税の納税証明書（税額証明または完納証明）等、営業活動を証する書類

の写しを提出してください。 

※県税の納税証明書を取得する場合は、手数料が必要となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

法人税確定申告書（見本） 法人県民税・事業税確定申告書（見本） 
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（２）個人事業者の場合 

直近の所得税の確定申告書第一表、営業許可書、開業届、直近の個人事業税の納税通知書ま

たは税額証明書（ただし、税額のあるものに限る）等の写しを提出してください。 

※個人事業税の税額証明書を取得する場合は、手数料が必要となります。また、税額がある

場合に限られます。税額がない場合は、別の営業活動を証する書類を提出ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６ 県外に本社等がある法人又は県外に在住の個人事業者 

固定資産税評価証明書または不動産賃貸借契約書など、県内に事務所等を有することが確認

できる書類の写しを提出してください。 

ただし、５で提出する書類において、県内に事務所等を有することが確認できる場合は、必

要ありません。 

  

所得税の確定申告書（見本） 
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７ 振込先口座を確認できる書類（通帳の写し） 

（法人の場合）法人名義 

（個人事業者の場合）申請者本人名義 

 

通帳のオモテ面              通帳を開いた１・2ページ目 

 

 

 

                

 

 

 

 

 電子通帳 画面コピー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※委任等による会社名義及び本人名義以外の口座への振込は対応できません。 

※銀行名・支店番号・支店名・口座種別・口座番号・名義人が確認できるようにしてください。 

※上記が確認できるように、必要であれば、通帳のオモテ面と通帳を開いた１・2ページ目の両

方を添付してください。 

※電子通帳などで、紙媒体の通帳がない場合は、電子通帳等の画面等の写しを提出してくださ

い。同様に当座口座で紙媒体の通帳がない場合も、電子通帳等の写しを提出してください。 

※画像が不鮮明な場合や、銀行名・支店番号・支店名・口座種別・口座番号・名義人が１つでも

確認できない場合は、振込ができず、助成金のお支払いができませんので、提出前に今一度ご

確認ください。 

 

 

＋ 

申請書兼実績報告書（様式第１号）

の「振込先の口座名義（カタカナ）」

は、ここを転記ください。 
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８ 【個人事業者のみ】本人確認書類の写し 

（いずれかひとつ） 

運転免許証、パスポート、健康保険証など、本人を確認できる書類の写しを添付ください。 

 

Ⅳ 助成金の交付等 

  申請書類を受理した後、その内容を審査の上、適正と認められ助成金を交付することを決定

したときは、交付決定及び額の確定通知書を送付するとともに、助成金を交付します。 

なお、交付しないことを決定したときは、その理由を記載した不交付決定通知を送付しま

す。 

 

Ⅴ その他留意事項 

・本助成金の交付決定後、対象要件に該当しない事実や不正等が発覚した場合は、本助成金

の交付決定の一部又は全部を取り消すことがあります。また、その際助成金の返金に加え

て、延滞金等を納付しなければならない場合があります。 

 

・県は必要に応じて、申請内容について調査する場合があります。その場合、申請者は県 

に協力するとともに、速やかに状況を報告願います。 

 

・申請者は助成金の収支に関する帳簿を備え、県から別途指示があった場合は、助成金の使

途、事業の実施状況その他助成金に関する資料を備えおくとともに、県から提出の求めがあ

ったときはこれに応じなければなりません。また、これらの帳簿及び資料を助成金の交付を

受けた年度の終了後５年間は保管しておかなければなりません。 

 

 


